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は じめに

学校 における課外運動 クラブ活動(運 動部活動)の あ り方 の再検討 が全 国的 な課題 となっ

てい る。その論点は多岐 にわた るが、今 日では、運動部活動 の「過熱」や歪 みを解決す るので

なければ、学校 が子 どもの生活、学習、発達 の調和的 なあ り方及 びそれを保障すべ き教員の

教育、研究、休息・休暇 ・休養 を組織 し保障 して学校本来の機能 を遂行す ることが困難な状態

に至 ってい ると思われ る。筆者は、この ような認識か ら部活問題に取 り組 む。又、学校教育 の

再建 ・発展 ・創造 も部活問題 も、と りわけ公立中学校 に課題 が凝集的に現 れてい るとい う認

識か ら公立 中学校 を主 として この問題 にと りかかる。

本稿 では、学習指導 要領や文部省通達、法規 を中心 と して、課外 クラブ活動(「部活動」)及

び教 育課程内の「クラブ活動」の学校教育におげ る位置 づけ、それ に関す る指導指針 の概括

的把握 を試 み、問題の全面的把握 と解決策への端緒 とずる。

(一)現 行学習指 導要領 におけ る「クラブ活動」「部活動」の位置づけ

現在 いわゆる「部活動」は、ほ とん どの中学校、高等学校 においてその教育活動 と して行 わ

れてお り、その活動内容は「クラブ活動」と類似 して いるが、学習指導要領上は、前者 は課外

の学校教育活動 とされ、後者 は教育課程内の活動 とされている点で両者 は区別 されている。

そ こで、まず、中学校 について現行学習指導要領 を中心 に両者 の教育的位置 づけの概要を把

握す る。当然、「クラブ活動」についての定 めが主 とな ってい る。

(1)「 ク ラ ブ活 動 」に つ い て の定 め

①現行 の「中学校学 習指導要領」は、1989年3月15日 、学校教育法施行規則(昭 和22年5月23

日文部省令第11号)の 改正(平 成元年・文部省令第1号)と ともに改訂が告示 された。この施行

規則 は、「中学校の教育課程 は、必修教科、選択教科、道徳及 び特別活動に よって編成するも
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の とす る。」と して い る。(第53条)

② 中学校 学 習指 導 要領 は、「特別 活 動」の「目標 」を次 の よ うに示 して い る。(第4章 の第1)

「望 ましい集団生活を通 して、心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図 り、集団の一員としてより

よい生活を築こうとする自主的、実践的な態度を育てるとともに、人間としての生き方についての自覚

を深め、自己を生かす能力を養 う。」

③ 中学 校 学 習指 導 要 領 は 、「特 別 活 動 」の内 容 はrA学 級 活 動 」rB生 徒 会 活 動」rCク ラ

ブ活 動 」「D学 校 行 事」に よって構 成 す る こと と し(第4章 第2)、 ク ラブ活 動 の組織 方 法 ・内 容

につ いて は次 の よ うに示 して い る。(第4章 第2C)

「クラブ活動においては、原則 として学年や学級の所属を離れ、共通の興味や関心をもつ生徒をもっ

て組織す るクラブにおいて、全生徒は文化的、体育的、生産的又は奉仕的な活動のいずれかの活動を行

うこと。」

④ 又 、ク ラブ活 動 に関す る「指 導 計 画 の作成 と内容 の取 り扱 い」につ いて は、次 の よ うに示

して い る(同 前第3)。

「1の(4)ク ラブ活動に充てる授業時数は、クラブ活動のねらいの達成のために必要な時間が確保 され

るよう、学校の実態等を考慮 して、適切に定めること。」

「3生 徒会活動および クラブ活動については、教師の適切な指導の下に、生徒の自発的、自治的な活動

が展開されるよう配慮するものとする。」

「4ク ラブ活動については、学校や生徒の実態 に応 じて実施の形態や方法などを適切に工夫するよう

配慮するものとする。なお、部活動に参加する生徒については、当該部活動への参加によりクラブ活

動を履修 した場合と同様の成果があると認められるときは、部活動への参加をもってクラブ活動の

一部又は全部の履修に替えることができるものとす る。」

「7… …生徒会活動、クラブ活動および学校行事については、全教師の協力により適切に指導するもの

とする。」

⑤ 特 別活 動 の授 業 時数 等 に関 して は 、学 校 教 育法 施行 規 則(平 成 元 年3月27日 文 部 省令 第4

号)の 別 表2に おい て各学 年35～70単 位 時 間(1単 位 時間 は50分)と され、「備考2」 にお いて 次

の よ うに記 され て い る。

「特別活動の授業時数は、中学校学習指導要領で定める学級活動(学 校給食に係るものを除 く。以下 こ

の号において同じ。)及びクラブ活動に充てるものとする。ただ し必要がある場合には、学級活動の授業

時数のみに充てることがで きる。」

又 、学 習 指 導要 領総 則 第5で は 、次 の よ うに述 べ て い る。

「特別活動の授業のうち、クラブ活動については、学校や生徒の実態等を考慮 して、年間を通 じて行 う

ように考慮すること。」

(2)文 部省指 導書 に よる「クラブ活 動」解説

指導要領の解説書 として文部省1989年 著作 『中学校指導書 特別活動編』 が発行 されて

お り、 クラブ活動についての解説(第3節 、61-74頁)の 要点を示す と次のとお りであ る。

①「クラブ活動の主 な特質」

1.「生徒がもっている共通の興味や関心を追求する」
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2.「原則 として学年や学級の所属を離れた異年齢の集団による全生徒の活動である」

3.「望 ましい人間形成」や「生涯学習の基礎 となる望 ましい体験を得 る」上からも、「教師の適切な指導

の下に、生徒の自発的、自治的な活動」を行 う。

4.「教科の学習では得 られない満足感や成功感を味わい、暖かい人間的触れ合いを体験する」

5.「個性を伸長 し、自主性を育て、社会性の発達を図ろうとする」

② 「共 通 の活 動 内容」

「ア 共通の興味や関心を追求する活動」 「クラブ活動のほとんどの時間がこの活動に充てられ

るが」、さらに細分 グループに分かれて活動 してもよい。

「イ クラブ活動の計画や運営に関する活動」

「ウ クラブ活動の成果の発表や学校行事に協力する活動」

「エ クラブ活動をめ ぐって生ずる様々な問題を解決しようとする活動」

③ 「ク ラブの種類 とそ の設 定」

ア 「生徒の興味や関心に基づいて設定することを基本とする。」

イ 「クラブの教育的な価値について十分に考慮するとともに、生徒の希望、学校の伝統、施設・設備

の実態、指導に当たる教師の有無などを総合的に判断 し適切に設定する」

ウ 公平性に留意し、一部の生徒だけを優遇するクラブを設定 しないようにする。

エ クラブの趣 旨について誤解を避けるためにも、教科名と同一の名称のクラブの設定は避ける。

オ 生徒の発達段階、安全、健康、年間を通 じての活動の可能性などに配慮 してクラブを設定する。

④ 「クラブ活 動 に充 て る授 業 時数 の取 り方」

「……次のような場合が考えられる……

●特別活動の標準授業時数35～70単 位時間の中から学級活動(学 校給食に係 るものを除 く。)に充て

た時数を差 し引いた残 りをクラブ活動の時数として充てる。

●選択教科等に充てる授業時数から充てる。

●年間を通 しての生徒会活動、クラブ活動及び学校行事に充て得る授業時数から充てる。

●いわゆる 『学校裁量時間』をもって充てる。」

(3)「 部 活動」につ いての指 導要領 の定め

以上が学習指導要領 を中心 と した文部省に よる中学校「クラブ活動」の位置づけの概要で

あ るが、これに対 して「部活動」についての記述 は前記(1)の④の引用「4」におけるクラブ活

動 と関連 づけての記述 に尽 きてお り、学習指導要領 に部活動の 目標 ・内容・意義づけ等 の定

めは ない。又、学校教育法施行規則 にも部活動 に関す る規定 はない。上記指導書特別活動編

では、クラブ活動の代替 をす る部活動の満 たすべ き条件が クラブ活動 とほぼ同様 の内容で

述 べ られているだけである(72.73頁)。

なお、高等学校学習指導要領 では高校生の「クラブ活動」の 目標・内容・方法、その必修及び

「部活動」によるその代替についてほぼ中学校 と同様 に示 されている。又、小学校学習指導要

領では、4学年以上の児童 について中学校 に準 じた 目標・内容・方法の クラブ活動の必修 が示

されてお り、「部活動」についての言及はない。1)
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(二)学 習指導 要領 におけ る「クラブ活動」の位置づけの変遷

現実には「課外部活動」が学校 の活動 に占める重 さは「必修 クラブ活動」よりはるかに大 き

い2)。それにもかかわ らず上記の ように「部活動」は学習指導要領 において殆 ど教育的に位

置 づけられていない。それ故 、次に戦後学習指導要領の変遷の中にクラブ活動及 び部活動の

位置づけの変遷 を辿 って、このよ うな不釣 り合いな扱 いの生 じた経過 ない し原因・理 由を探

る。

以下 に示 す ように、指 導要領 におけ る「部活動」への言及は1977年 の中学校学習指導要領

で初 めて間接的 な表現で見 られ るのである。

(1)1947年 学 習指導 要領一般編一 自由研究の内容としてのクラブ活動

学 校 の教 育課 程(当 初 は「教 科課 程」と言 われ た。)の内 に位 置 づ け られ た「クラブ活 動 」は、

昭和22年3月 の 『学 習指 導 要領 一 般編(試 案)』3)に 設 け られ た教科 と しての「自由研究 」に

そ の起源 を発す る。

国 の定 め る教 育課 程 の基 準 に お け る教 科 と して の「自由研究 」は 、日本 にお い て戦 後 の こ

の指 導要 領 で初 めて と りあ げ られた もので あ る。

この指導 要 領試 案 で は、小 学校 の「教 科 課程 」を構 成 す る教科 と して「自由研 究 」が設 け ら

れ 、そ の時 間配 当 は4、5、6学 年 に各 年 間70-140時 間 と され た(週 当 た り2-4時 間。週 当 た り

全教科 の総 時間 は学 年 順 に28-30、30-34、30-34)。 この 自 由研 究 の時 間 の用 い方 に つい て

は 、次 の よ うに説 明 され た(○ 番号 は引用 者)。

「①教科の学習は、いずれも児童の自発的な活動を誘って、これによって学習がすすめられるようにし

て行 くことを求めている。そういう場合に、児童の個性によっては、その活動が次の活動を生んで、一

定の学習時間では、その活動の要求を満足させることができないようになる場合も出て来るだろう。

・そのような場合に……活動の誘導、すなわち、指導が必要な場合もあろう。このような場合に、何

かの時間をおいて、児童の活動をのば し、学習を深 く進めることが望ましいのである。ここに、自由研

究の時間のおかれる理由がある。……つまり、児童の個性の赴 くところに従って、それを伸ばして行

くことにこの時間を用いて行 きたいのである。……

② このような場合に、児童が学年の区別を去って、同好のものが集まって、教師の指導とともに、上級

生の指導 もなされ、いっしょになって、その学習を進める組織、すなわち、クラブ組織をとって、この

活動のために、自由研究の時間を使 って行 くことも望ましいことである。たとえば、音楽クラブ、書道

クラブ、手芸クラブ、あるいはスポーツ・クラブといった組織による活動がそれである。

③……なお、児童が学校や学級の全体に対 して負 うている責任を果たす たとえば、当番の仕事を

す るとか、学級の委員としての仕事をす るとか のために、この時間を充てることも、その用い方

の一つといえる。

・ただこの時間(自 由研究=引 用者注)を 無制限に多 くすることは児童の負担を過重にするおそ

れがないでもないので、その凡その規準を挙げておいた。」

中学 校 につ い ては 、上記 の学 習指 導 要 領試 案 に お いて「新 制 中学校 の教 科 と時 間数 」が示

され、教 科 は必 修科 目と選 択科 目に分 け られ、選 択科 目の一 つ と して「自由研 究 」が挙 げ られ

4

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 ・大手前ビジネス学院 「研究集録」第15号(1995年)

た。「選択科 目」は、外国語、習字、職業、自由研究か ら構成 され、「これ らのどれを選ぶかは、生

徒の考 えで選ぶのを本来 とす るが、学校 と して生徒の希望 を考慮 して きめて もよい」とされ、

選択科 目は合計で各学年年間35-140時 間(週1～4時 間)、生徒の負担 が過重でないな らば校

長の裁量で年210時 間 まで増す ことがで きる、この範囲内で各選択科 目に何時間を充て るか

は、例 えば外国語 および職業 に2時間つつあるいは自由研究 に4時間 あて るなど、いろいろに

きめて よい とされていた。そ して、「自由研究」については、「設けたわけは、すで に小学校 の

場合に述べたと同様で ある」と示 されただけであ った。

(2)1949年 中等学校教科 ・時間数 の改正一 自由研究から特別教育活動へ

文部省 は昭和24年5月28日 、通達「『新制 中等学校の教科 と時間数』 の改正 について」4)を

出 し暫定的に1947年 の指導要領 を改正 した。この通達 では、中学校の「教育課程」には「自由

研究」は設 け られず、新たに「教 育課程」の部分 と して「特別教育活動」が設け られた。「クラブ

活動」は、この言葉 自体 は使われていないが、後者 の中に位置づけ られ ることとなった と見

られ る。

この通達 が示す「中学校教育課程時間数配 当表」は、大 きくは「必修教科」「選択教科」「特別

教育活動」で構成 されてお り、「選択教科」は「外国語」「職業家庭」「その他の教科」で構成 され

ている。「自由研究」については時間配当表 を含め通達 のどこに も記述 がない。

新 たに設 け られた「特別教育活動」については、時間配当表 で各学年年間70-175時 間 が配

当 され、本文 で次の ように説 明されてい る。

「六、特別教育活動について

1、特別教育活動は、運動、趣味、娯楽、ホーム・ルーム活動、その他生徒会などの諸活動、社会的公民的訓

練活動などを含むものである。

2、特別教育活動は、教師の適切な指導のもとに生徒が個人的又は共同的に行うものとする。
3、教師及び学校長は特別教育活動における指導を、教師にもとつく諸経験とともに生徒に重要な諸経

験を与える機会として特に重視すること。」

(3)1951学 習指 導要領 一般編一 特別教育活動としてのクラブ活動の明示

昭 和26年 年7月 に改 訂 され た 『学 習指 導 要領 一 般編(試 案)』 で も、小 、中学 校 と も「自由研

究 」は設 け ず、中学 校 で は「特 別教 育 活動 」を置 き、これ につ い て次 の よ うに説 明 して い る。

「教育の一般目標の実現は、教科の学習だけでは足 りないのであってそれ以外に重要な活動がいくつ

もある。……一般教育目標の到達に寄与するこれ らの活動 をさして特別教育活動 と呼ぶのである。……

これは……正規の学校活動なのである。」

「教科の学習においても 『なすことによって学ぶ』という原則は、極めて重要であ(る が)、……特に

特別教育活動はこの原則を強 く貫くものである。特別教育活動は、生徒たちの 自身の手で計画され、組

織 され、実行され、かつ評価されねばならない。もちろん教師の指導も大いに必要であるが、それはいつ

も最小限にとどめるべきである。このような種類の活動によって、生徒はみずから民主的生活の方法を

学ぶことができ、公民としての資質を高めることができるのである。」「特別教育活動の領域は、広範囲
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にわたっているが、ホーム・ルーム、生徒会、クラブ活動、生徒集会はその主要な ものということができ

る。」

「全生徒が参加 して、自発的に活動するものの一つにクラブ活動がある。……中学校の生徒 になれば

運動能力 も発達 し、級友間に強い友情 も感ず るようになり、また団体生活に関心をもち、喜びを感ずる

ようになる。従 って、この時代の生徒は、クラブをつ くっていろいろな活動に従事す ることに適 してい

る。クラブ活動は当然生徒の団体意識を高め、やがてはそれが社会意識となり、よい公民 としての資質

を養 うことになる。また、秩序を維持 し、責任を遂行 し、自己の権利を主張 し、いっそ う進歩的な社会を

つ くる能力を養 うこともできる。」5)

授 業 時 数 に つ いて は1951年 に改 正 され た時 間配 当表 が示 され、特 別 教 育活 動 と して各 学

年70-175時 間 が示 され て い るが ク ラブ活 動 だ け を取 り出 して示 されて は い ない。

(4)1958年 中学 校学習指 導要領一 クラブ活動への全生徒参加が望ましい

昭 和33年10月 に「小 学校 学 習指 導 要 領」及 び「中学校 学 習指 導 要領 」が告 示 され 昭和35年10

月 に「高 等学 校 学 習指 導 要 領 」が告 示 され たが 、これ らは従 前 の指 導 要 領 とは異 な って文 部

省 に よ って「法 的拘 束 力 」を有 す る もの と された。

又 、この 改訂 と と もに行 わ れ た学 校 教 育 法 施 行 規 則 の 改正 で 、「特 別 教 育 活 動」は「教 科 」

「学校 行 事等 」及 び新設 され た「道 徳 」と と もに中学 校 の教 育 課程 を構 成 す る四つ の「領 域」の

一 つ と して位置 づけ られた
。

中学 校 に つ い ては 指導 要 領 で 特 別教 育 活 動 の 内容 は「生 徒会 活 動 、ク ラブ活 動 、学 級 活 動

な ど」と され 、そ の中 で クラ ブ活 動 に つ いて は、次 の よ うに示 され た。

「クラブは、学年や学級の所属を離れて同好の生徒をもって組織 し、共通の興味・関心を追求 して、そ

れぞれ文化的、体育的、または生産的などの活動を行 う」。(特別教育活動の「内容」)

「学校の事情に応 じて適当な時間を設けて、計画的に実施するように配慮する」。

「単に教科の補習を目ざすようなものにならないよう注意す る」。

「クラブ活動に全生徒が参加で きるようにすることは望ましいことではあるが、生徒の自発的な参加

によってそのような結果が生 まれるように指導することがたいせつである」(以上、「指導計画作成及び

指導上の留意事項」。6))

「生徒会活動、クラブ活動などや学校行事等については、それらに充てる授業時数は定められていな

いが、年間、学期、月または週ごとに適当な授業時数を配当することが望ま しい」(指導要領総則第1-2

-(4)) 。

(5)1969中 学校 学習指導 要領 クラブ活動 の全員必修化

昭和44年 年4月 の「中学校学習指導要領」改訂 におけるクラブ活動 に関す る著 しい特徴は、

クラブ活動の全生徒必修化であった。7>

この指導要領は、教育課程 の従前の「特別教育活動」と「学校行事」を統合 して「特別活動」

とし、中学校の教育課程は「必修教科」「選択教科」「道 徳」及 び「特別活動」の4領 域 によって

構成 され ること、特別活動は、A.生徒活動(1.生 徒会活動、2.クラブ活動、3.学級会活動)B.

学級指導c.学 校行事 で構成 され ることとなった。
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この指 導 要領 で は 、ク ラブ活 動 の あ り方 や授 業 時 数 に つ いて次 の よ うに示 され た。

「(Dク ラブは、学年や学級の所属を離れて共通の興味や関心をもつ生徒をもって組織することをたて

まえとし、全生徒が文化的、体育的または生産的活動を行 うこと。

(2)ク ラブの種別や数は、生徒の希望、男女の構成、学校の伝統、施設設備の実態、指導に当たる教師の

有無などを考慮 して、適切に定めること。

(3)ク ラブ活動は、各教科の単なる補習、一部生徒を対象とす る選手養成などのための活動となって

はならないこと。

(4)ク ラブ活動においては、各生徒がそれぞれ個性を発揮 し、協力し合う活動となるようにすること。」

(以上、特別活動の「内容A生 徒活動4」)

「クラブ活動、学級会活動及び学級指導(学 校給食指導を除 く。)のそれぞれに充てる授業時数は、学校

や学校の実態を考慮 して、適当に定めること。

なお、この際、クラブ活動に充てる授業時数については、……毎週、適切な時間を確保するものとする。」

(以上、「指導計画の作成 と内容全体にわたる取 り扱い」)

「特別活動(学 級指導、クラブ活動及び学級会活動に限る。)の授業は、年間35週 以上にわたって行 うよ

うに計画」すること。(「総則」における「授業時数についての配慮事項」。なお、特別活動の時数は50時 間)

さ らに、文 部省 『中学校 指 導 書 特 別活 動 編』(1970年 ・76-77頁)で は、次 の よ うに述 べ られ

た。

「いわゆる放課後に行なわれてきたクラブ活動は、学習指導要領に示された教育課程の基準としての

内容のクラブ活動には含まれないことになる。又、参加意欲のない生徒 も必ずいずれかのクラブに所属

し、活動することが要求 される」。

(6)1977年(昭 和52)中 学校 学習指 導要領 部活 動 への配慮に言及

76年12月 の教育課程審議会の答申は「人 間性豊かな児童生徒 を育て る」「ゆ と りあ るしか

も充実 した学校生活」「基礎的・基本的な内容の重視 とともに個性や能力に応 じた教育」を謳 っ

た。これに基づいて、中学校 は77年 告示81年 全面実施、小学校77年 告示80年 全面実施、高等学

校78年 告示82年 全面実施の学習指導要領の改訂 が行われた。

この改訂 において中学校 の特別活動の構成内容領域 には大 きな変化 はなか った。

特 別活動 の授業時数 は、学級会活動 と学級指導で35単 位時間、クラブ活動で35単 位時間、

計70単 位時間 が「標準時数」として示 され、20単位時間 が増加 された。

この改訂 によって、次 に示すよ うに、いわゆ る「部活動」及びそれ に準 じるものが間接的な

表現 ながら初 めて中学校学習指導要領 でと りあげ られた。

「学校において計画する教育活動でクラブ活動と関連の深いものについても、適切に実施できるよう

に配慮する必要がある。」(特別活動の「指導計画の作成と内容の取 り扱い」の3)

この点 に関 しては、76年教課審答 申が小、中、高等学校 に共通 の改善事項 の うちで、「いわ

ゆ る部活動 について もその充実 に努 めるよ うに配慮す る」と した ことを受けてお り、78年高

等学校学習指導要領 では、次の ように 「文化部や運動部 の活動」 とい う表現がされた。

「学校において文化部や運動部の活動などを実施する場合には、特別活動との関連を考慮して適切に

指導すること。」(第3章第3の3の(5))
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(三)ク ラブ活 動 と部活 動 の区別 と関連

「クラブ活動」と「部活動」の併存 は、学習指導要領上は、1977年の中学校学習指導要領改訂

で間接的ではあるが文言上 も表現 され ることとなったが、この両者の区別 と関連について、

実際は どの ようであ ったかを考 えておきたい。

(1)ク ラブ必修制 への移 行期 に おけ る実態

文部省 が1970年 現在で行 った「特別教育活動等に関す る調査」によれば、中学、高校 ともほ

ぼ100%の 学校が クラブ活動を実施 しているが、実施校 の うちでの生徒の参加形態 は次のよ

うであった。8)

中 「全員参加」69%

学 「全員参加」への移行段階*6%

校 授業時間外に有志が参加25%

*1年 生のみまたは1・2年生のみ全員参加というような形で全校生徒の「全員参加」への移行段

階にあるとみられるもの

高 「全員参加」30%

校 授業時間内に一部の生徒が参加6%

授業時間外 に有志が参加64%

(2)69年 改訂に際する文部省特別教育活動担当教科調査官の状況認識

「ク ラブ活動 の必修 化」を明示 した1969年 の 中学校 学 習 指 導 要領 改 訂 に際 して 、特 別 教 育

活 動担 当教 科 調査 官 で あ った飯 田芳 郎 氏 は、1958年 指 導 要領 当時 の「クラ ブ活 動 」の実 施 状

況 につ いて 、1973年11月 、次 の よ うに述 べ て い る。

① クラブ活動のための時間を特に設けた学校はまれで、多 くの学校では、放課後に希望する生徒が居

残って実施するのに任せているだけであった。

② 全員参加になっている学校はめったにみられず、そ うなるようにす る努力さえ十分に行 った学校

は少なかったと思える。

③ 学習指導要領の取 り扱いと異なって多 くの学校ではクラブ活動は生徒会活動の下部組織として位

置づけられていた。

④ ほとんどの学校では、rOOク ラブ』 という名称ではな くrOO部 』 という呼称が使われてきた。

⑤ したがって、「いわゆる部活動は学習指導要領でい う(ところの)ク ラブ活動であったかどうかさえ、

疑問の点が多い」09)

(3)「 クラブ活動」「部活動 」等 の概 念

こ こで 、「ク ラブ活 動 」と「部活 動 」に関 わ る概 念 を整 理 して お く。

8

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUnlverSlty

大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 ・大手前 ビジネス学院 「研究集録」第15号(1995年)

(1)必 修 クラブ活動 と「課外部活動」

1978年 高等学校学習指導要領以降、現在 の指導要領 においても、「クラブ活動」と「部活動」

の語 がそれぞれの意味 を区別 して用い られている。その場合、「クラブ活動」は学校 において

学習指導要領の基準 に沿 って設 げ られ る教育課程内の活動であ り、「部活動」は学校 の教育

活動 ではあるが教育課程外の活動であ るとされてい る。

しか し、「クラブ活動の必修化」以前は、指導要領 で定め るクラブ活動の概念は さほどに明

確 ではなかった。58年指導要領では「クラブ活動」が定め られていた とはいっても、本稿(二)

の(5)に 前示の ように、内容的には「文化的、体育的 または生産的活動 を行 うこと」とい うこ

とにほとんど尽 きてお り、それに充て る授業時数 について も「年間、学期、月 または週 ごとに

適 当な授業時数 を配当す ることが望ま しい。」とい う程度の もので あって、基 準はあって も

無 いに近 いものであ った。又、その基準の性格 も、1947年学習指導要領 は文部省令 によ り「教

科課程」の「基準」とされてはいたが(1947年 学校教育法施行規則第25条)、 画一的 な強制力の

ある もの とは想定 されてお らず、指導要領 自体 において「教科課程 は、それぞれの学校 で…

・これ を定 め るべ きもので ある」「この書は……現場の研究 の手 びきとな ることを志 した」

と示 されてお り学校 に対す る拘束性 の弱 いもので あ り、この性格 は1951年 指導要領 で も継

承 されていた。

前示 のよ うに文部省教科調査官飯 田氏は1969年 必修 クラブ制以前 の状態 について「いわ

ゆる部活動は学習指導要領 でい うクラブ活動であったかど うかさえ、疑問の点が多い」と述

べてい るが、そ もそ も必修化以前においては、学校において、又 おそ らく文部省や教 育委員

会の行政 において さえも、指導要領 のい うクラブ活動は「○○ 部」による課外活動 と区別 さ

れ るもの としては認識 されてはいなか った。

クラブ活動必修化以前 は、一般に、「○○部」一般を「クラブ」と言 い、「○○部」による活動

をクラブ活動 と言 っていたのである。この ことは、当時 を知 る人の等 しく認めている事実で

あ る。本稿前記 の(1)、(2)や 当時の様子 を記述 している書物'°)もそれ を傍証 してい る。前

記 の1970年 の文部省 『中学校指導書 特別活動編』 において も「いわゆ る放課後 に行なわれ

て きた クラブ活動」(下線は引用者)と い う表現がされている。「部活動」とい う言 い方そのも

のが、クラブ活動必修化の後 に、必修 とされた クラブ活動 と区別す るためにそれ以外 の クラ

ブ活動を表現す る仕方 と して広が ったものと思われる。

もちろん、クラブ活動 の大半は主 と していわゆる「放課後」に行なわれていた として も、ク

ラブ活動全員参加制 をとった学校 で週時間割表 の中に定期的に クラブ活動を組み込 んだ例

もあ ったので、その意味では「課外 クラブ活動」と「教育課程 内 クラブ活動」の区別 もあ り得

た。ただ、「クラブ活動」の領域では、「教育課程 内」と「課外」との区別は、少な くとも一般 には

さほどに重要 な問題 にはな っていなか ったのである。
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(2)ク ラ ブ とは な にか

そ もそ も、必修 ク ラブ活 動 だけ を「ク ラブ活 動 」と呼 んで 、いわ ゆ る部 活 動 を「クラ ブ活 動」

の概 念 の外 に追 い や る こと には無理 が あ る。今 日、学 習指 導 要領 で 「部 活 動」と呼 ん で い る活

動 も本 来 的 な意味 で は ク ラ ブ活 動 に含 まれ るの で あ るn)。 ここで「ク ラブ」の意 味 を確 認 し

て この点 を明 らか に して お く。

「クラ ブ」の語 は 、戦前 か らも世界 的 に も広 く使 われ て きた。 『広 辞 苑』(新 村 出編 ・岩 波書

店)で は「政 治 ・社 交 ・文 芸 ・娯 楽 そ の他 共 通 の 目的 に よ って結 合 した人 々 の団体 。また 、そ の

集 合所 」と説 明 され て い る12)。『研 究社 新英 和 大辞 典 』(第5版 小 稲義 男 編 集代 表 ・1980年)

の挙 げ て い る英 単 語 の"club"の い くつ か の意 味 もほ ぼ これ に集 約 され る。さ らに、17、18

世 紀 の イ ギ リスで も概 ね この よ うな意 味 で この語 は使 われ て きた とい う13)。

ス ポー ッ研 究 で は 、中村 敏雄 氏 の先行 研 究 に従 い、出原 泰 明氏 は ク ラブの要 因 と して、「①

社 交 、② 経 済 的 自立(中 村 氏 で は「経済 的 自弁 」=引 用 者)、③ 自治 」の3つ を指摘 して い る。14)

学 校 の子 ど もの こ とで あ るか ら経 済 的 自立 な い し自弁 に つ いて は保 留 す る と して 、必 修

ク ラブ活 動 も、以 上 の よ うな本来 の クラ ブに おげ る活 動 に通 じる もので あ るか ら「クラブ」

とい う語 が用 い られ た の で あ り、飯 田氏 が言 う「部 活 動 」が学校 に お いて 教育 課 程 内 ク ラブ

活動 と区別 されず 同 じ「ク ラブ活動 」の語 で理 解 され たの もい わ ゆ る部 活 動 の組織 が上記 の

ク ラブに通 じる もので あ った か らと考 え られ る。

(3)教 育 課 程 の概 念

1958年 指 導 要領 改 訂 の 際 、教 育課 程 の国 家基 準 の強制 力 を背 景 と して 文部 省 が1969年 の

指 導要 領 改 訂 で必 修 クラ ブ活 動 を設 け た こ とが、学 校 ク ラブ活 動 の領 域 で も「教 育課 程 内 」

と「課 外」との区 別 の必 要性 を顕在 化 させ、文 部 省 は前者 を「クラ ブ活 動」、後者 を「部 活 動」と

区 別 して呼 ぶ よ うに な り、現 在 で は これ らの 呼称 が一 定 の通 用 力 を有 す る よ うに な って い

るQ

この よ うに考 え る と、教 育 課 程 内活 動 と課 外学 校 教 育 活動 とを区 別す る要 因 は何 かが 問

題 とな り、さ らに は、そ もそ も この よ うな区別 が成 り立 つの か が問題 とな り、ひ いて は、教 育

課 程 の概 念 が 問題 に な る。

「教 育 課程 」に つい て は次 の所説 の例 があ る。

① 「教育課程 教育の目的・目標に即 して、どのような範囲(ス コープ)の教育内容・学習活動を選択 し、

どのような順序(シ ークェソス)で配列・:構成するかを示す各学校の総合的な教育計画をさす。カ リキュ

ラム(curriculum)の 訳語と して戦後広 く用い られるようになった。」(国祐道広。菱村幸彦ほか編

『教育法規大辞典』1994年 ・エムティ出版)

② 「教育課程 とは、一般には、子ども・青年に望ましい成長発達を保障す るために、学校で行なう教育

的な働 きかけの計画である。具体的には、各学校で、教育目標を実現するためにどんな内容を、何を使っ

て、どんな方法で教えるかを、授業 日を中心に計画する教育活動の総体である。」(和田彰男「教育課程

編成権」・日本教育法学会編集 『教育法学辞典』1993年 学陽書房)

③ 「今日、教育課程(カ リキュラム)の概念で捉えられる領域は、以前と比べて大ぎく広がっている。学
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校によって子 どもに提供される学習の機会の総体が、教育課程と考えられるようになってきた。学校

の時間割 に示され るような公式的カ リキュラムだけでなく、また教科外の活動として特別に計画 さ

れ実施 されるいわゆる教科外課程extra-curricularactivitiesの ほかに、全体 としての学校生活

のなかで知 らず知 らずの うちに子 どもの精神形成に影響を与える学校の伝統とか校風、つまりその

学校の教師集団に支配的にみられる価値観、態度、行動様式など、学校文化の中の非制度的側面 まで

も含むようになってきている。」(柴田義松「教育課程の概念」・岡津守彦監修 『教育課程事典 総則編』

1983年 小学館。引用中の()内 は原文。)

④ 「【教育課程】 教育課程の意義については、学問的立場の違い等により諸説があるが、現行の法

制に即 して定義すれば、『学校教育の 目的、目標を達成するため、教育内容を児童生徒の心身の発達

に応 じ、授業時数との関連において、総合的に組織配列 した学校の教育計画である』 とい うことがで

きよう。」(文部省地方課法令研究会(代表野崎弘)編著 『教育法令用語の基礎知識』1983年 ・第一法規)

① 、② に よるだ け で は前記 の「教 育課 程 外 学校 教 育 活 動 」と教 育 課程 内活 動 との 区別 の契

機 は鮮 明で ない。部 活 動 に して もあ る意味 で は一 定 の計 画 性等 はあ るか らで あ る。③ の よ う

な広義 の概 念 に よれ ば部 活 動 は 当然 教 育課 程 内活 動 とい うことに な る。

① ～③ と対 比 す る と、④ に お け る「授 業 時 数 との関 連 にお け る組 織 配列 」の 指摘 が教 育 課

程 内・課外 を区 別す る要 因 と して浮 かび上 が って くる。す なわ ち、「必修 ク ラブ活 動 」と「課 外

部 活 動」と を区別 す る要 因 と して授 業 時 間 な い し活 動時 間 につ い て の計 画 性 の 要 因 が重 要

な ので あ る。事 実、ク ラブ活動 必修 化 に際 して 文部 省 が 最 も重視 した こ とは、「ク ラブ活 動 に

充 て る授 業 時数 につ いて は 、… …毎週 、適 切 な時間 を確保 す る」こと、「特 別活 動 の授 業 は 、年

間35週 以上 に わた って行 うよ うに計 画 」す る ことな ど と定 めて学 校 の週 時 間割 の 中 に クラ

ブ活 動 の時 間 を確 保 す る こ とで あ った。

なお 、クラ ブ活 動 必修 制成 立 の要 因 と して現 実 に は教 員 の超 過 勤 務 とそ の手 当 の問 題 が

大 きか った。これ につ い て は本稿(五)に 後述 す る。

(4)必 修 ク ラ ブ活動 と課外 部 活動 との 異同

「クラ ブ活 動」(指導要 領 必修 クラ ブ活 動)と 「部 活動 」(課外 クラブ活 動)の そ れぞ れ のね ら

い・特 性 の異 同 に つ いて 、必修 ク ラブ制 後 の74年5月 発 行 の文部 省 著 作 『中学 校 特 別 活 動指

導資 料 集 第2集 生徒 活 動 に関す る実 践 上 に諸 問題 』 が 示 す と ころ は次 の よ うで あ る。'5)

① 「共通の興味や関心、自発的・自治的な活動、連帯感や協調性、好ましい人間関係の育成 など」、「基本

的なね らいは両者変わらない」。

② 「専門的な知識の向上や技能の修得を直接のね らいとすることは、クラブ活動によっては困難であ

るばか りか、好ましくない場合もある。クラブ活動は、参加者による楽 しさの追求の中から、趣味や特

技を育てるとい うような面への期待が大 きい」。

③ 「クラブ活動における楽 しさは、……協調性や連帯感のある集団の自発的・自治的な活動 を通 して

実感 として経験する充実感や満足感ないしは安心感である。」

④ 「部活動においては、汗にまみれた粉骨の努力の中で、またより深い人間的なつながりを基盤 に助

け合い、励まし合い、支え合 う中で、一人一人が自己の厳 しさと取 り組み、それを克服 していく過程に

こそ高い教育的価値があると考えられる。」
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(四)運 動部活動と対外競技の基準

今 日の 日本の特 に中等学校 の「部活動」す なわち「課外 クラブ活動」は、学習指導要領が設

定 した「クラブ活動」か ら専 ら発 した ものと言 うことはで きない。

今 日の 日本の課外運動部活動は、近代 日本のスポー ッ発生、及 び、戦前、高等教育・中等教

育諸学校 でかな り広範 に行われていた学生生徒の課外活動 に深 く根 ざ してい る。次には、こ

の概要を述 べてお きたい。

(1)運 動部の由来と校友会

神 奈 川 県運 動部 活 動 研 究協 議 会 は 、学校 運 動部 活 動 の歴 史 の概 略 を次 の よ うに述 べ て い

る。

我が国におけるスポーツは、明治初期の高等教育機関において外国人教師 らが学生たちに欧米の各

種 スポーッを紹介することにより成立 し発展 してきた。1880年代には、外来スポーッ愛好学生たちが、

課外活動組織 としてスポーツクラブをつ くった。さらに、それ らを統一する「校友会」が結成 され、学校

間の対抗試合が見られるようになった。諸「学校令」(1886年)公 布以後から大学でスポーツを行ってい

た教師たちが中学生に広め、中等教育機関でも「校友会」が組織され、スポーツ発展の基盤となっだ6)。

欧 米 ス ポー ツで は野 球 が最 も早 く、明治初 年 には テニ ス、サ ッカー等 も伝 え られ、1873年 に

は海 軍兵 学 寮 で イ ギ リス人 教 師 の指 導 の下 、日本初 の運 動 会(競 闘遊 戯 会)が 行 なわ れた。17)

1886年 の諸 学校 令 にお いて 体育 は 学校 の カ リキ ュ ラム に位 置 づ け られ た が、そ の 内容 は、

小学 校 、中学 校 、高等 中学 校 、師 範学 校 の いず れ に お いて も専 ら普 通体 操 と兵 式体 操 で あ っ

た 。しか し、例 えば 、1887年 に愛 知 県 で県 内小 、尋 常 中 、商 業 学 校生 徒3378名 を集 めて第3師 団

運 動場 で運 動 会 が 開催 され、「遊戯 、柔 軟 体操 、生兵運 動 」、「高 飛旗 取 競走 綱 引」「玉取 運 動」等

が行 な われ て い る18)。既 に学 校 で体 操 以 外 に様 々 な課 外 運 動 が か な り広 く行 なわ れて いた

と推測 され る。

校友 会 につ いて は次 の よ うに言 われ て い る。

校友会 第二次大戦以前の中等学校以上の学校で在校生(あ るいは卒業生や教師も含めて)に よって

組織されていた、文化的諸活動やスポーッなどを行 う課外の活動団体。もっとも古いものとしては札幌

農学校の'開識社'(1877年 設立)、 東京師範学校の'寄合会'(1880年 設立)な どがあげられる。…中等学

校の場合…明治の中ごろから30年代にかけて組織されてきた例が見られる。これらの校友会は、いずれ

も学生の修養と親睦のためにつ くられた自主的な団体であったが……戦後の自治会、生徒会などの自

治的な活動につながっている。19)

校 友 会 は 、第二 次 大 戦 中 、「学 校 報 国 隊」と して「学 校 報 国団」傘 下 に編 制 され た が2°)、敗 戦

の年 の9月 、「新 発足 」した。その 際 の方針 に おけ る部活 動 等 に関連 す る部分 を次 に示 す21)。

校友会新発足に関する件(抄)

(発専130号 昭20.9.26、地方長官宛文部次官)

二 事業並びに其の運営方針

事業は……学生生徒の自発的活動を活かして創意工夫の力を啓培 し道義並びに情操の滴養に努めて

一12一

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 ・大手前ビジネス学院 「研究集録」第15号(1995年)

自活の訓練に資する如 く運営するものとす事業として考慮せ られるものを例示すれば概ね左の如 し

O学 術文化の研究

(⇒ 芸術宗教の研究

⇔ 体育振興のための運動競技の実施

⑳ 共同生活、社交礼儀等の訓練

㈲ 会誌の発行其の他思想発表の演練

因 厚生福利施設の運営

⑧ 食糧増産等の勤労作業の実施

④ 学校農園等の経営

三 組織

←)会 の名称は適宜之を定む

(⇒ 会は教職員、学生生徒全員を以て組織す

㊧ 会の経費は会費を以て之に宛て会費は教職員、学生生徒より一定額を拠出するものとす

備考 新校友会は各学校の自主的活動を主眼とし本省及都道府県に設置 しある学校報国団本部は

爾後専ら校友会の育成助長を図るものとする

(2)戦 後直後の体育における課外運動

1947年 に文 部省 が定 め た「学 校体 育 指 導要 綱」(7月15日 発表)22)は 「四 指 導 方針 」のrO計

画 と指 導」で 次 の よ うに述 べて い る(抜 き書 き)。

2.正 課では課外体育ならびに他教科との連絡を密にす る。

16.課 外運動はその重要性に鑑み全生徒に自治的に行わせる。

17.教 職員はつとめて課外運動に参加 し管理と指導に当たる。

27.体 育の企画運営の全校的組織を設けて指導の徹底をはかる。特に高等教育諸学校では権威ある企

画運営の中心的指導機関を設ける。

上記機関は校友会体育部と密接な人的連関を保ち終始共同の目標の下に運営する。

32.体 育の重要行事 として不断に校内競技会を催 し、健全な競技を普及 し学友問の親和とスポーツマ

ソシップの向上を諮 る。

33.小 学校では原則 として対外試合を行わない。

34.校 外の競技会に参加する場合は学業に支障のないようにする

38.応 援は学徒 としての品位を保ち応援の範囲を超えて相手に妨害を与えないようにする。

体 育 に は「課 外運 動 」が必須 の もの と認 識 され そ の指 導 も重視 され て い た こ とがわ か る。

しか し、その 後 の学 習指 導 要領 にお け る教 科 と して の「体 育」で 、そ れ に関連 して課 外 活 動

に つい て特 に深 め られ る こ とは なか った23)。

(3)学 生・生徒の対外試合に対する指導の指針

以後、課外部活動に対す る文部省の指導指針は、主 と して対外競技 のあ り方 に対する規制

が主 とな り、課外運動部活動 のあ り方 そのもの に対す る文部省 の基本的な指導指針 が出 さ

れ るのは、後述す る1957年 の初中局長通達 によることとな る。

(1)「 学生野球の施行 について」(1947年)

運動競技の過熱化・勝利至上主義的傾 向は、明治期 に欧米スポーッが導入 された時か らあっ
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た。この傾 向 は特 に野 球 で顕 著 で あ り24)、既 に1932年 には文 部 省訓 令 「野球 ノ統 制 並施 行 二

関 スル 件」 が発 せ られ競 技 の過 熱 に対 す る規 制 が行 なわ れ て いた25)。戦後 この統 制 の解 除

と同時 に野 球 の過 熱 化 に よ る教 育 上 の弊 害 の 波及 を懸 念 して、1947年4月30日 、文 部省 体 育

局長 よ り地 方長 官 、大 学 高等 専 門学 校 長宛 通 知26)が 発 せ られ 、次 の よ うに述 べ られ た。

「学生野球の施行について」(発体68号)(抄)

① 「中等学校旧制度以上の学徒の対外的競技会その他 これに準ずる対外的行事の施行については主

として新たに組織された 日本学生野球協会の自主的統制管理に一任す る。」

② 「中学校(新 制度)の対外試合は宿泊を要 しない程度の地方的 なものの範囲に止めることが望まし

い。」

③ 「小学校については学習指導要領(体育篇)※の指導方針に則 り、原則として対外試合は、これを行わ

ないことにする。」(※前記1947年 「学校体育指導要綱」のこと…引用者)

(2)「 学 徒 の 対外 試合 につ い て」(1948年)等

さ らに1948年3月 には 、運 動競 技 一 般 に対 す る方針 が文 部 省体 育 局 長通 達 「学 徒 の対 外試

合 につ いて」27)によって示 され た。これ は後 述 す る1961年 の通 達 に よって対 外競 技 が大 幅 に

規 制緩 和 され るよ うに な る時 期迄 の学生 生 徒 の対 外競 技 につ いて の指針 の基調 を成 した も

の と思 われ る。次 に この通 達 の全 文 を示 す。

学徒の対外試合について

(発体75号 、昭和23年3月20日 、都道府県知事宛、体育局長)

学徒の対外試合は学校体育の一環として重要な位置を占めるものであり、それが真に教育的に企画

運営 され るならば学徒の身体的発達及び社会的性格育成のよい機会としてその教育的効果は極めて大

きい。しか しながらその運用如何によっては、やや もすれば勝敗にとらわれ、心身の正常な発達を阻害

し、限られた施設や用具が特定の選手に独占され、非教育的な動機によって教育の自主性がそこなわれ、

練習や試合のために不当に多額の経費が充てられた りする等教育上好ましくない結果を招来するおそ

れがある。

学校体育が真に民主的教育の目的に合致するために従来の対外試合に対 しても鋭い反省を加え一切

の惰性や不合理を排除すると共に学徒の心身の発達般階に応ずる科学的基礎に準拠 し、しかも我が国

の現実の社会的、経済的客観情勢をも十分考慮 した合理的立場において企画運営されなければならな

いQ

以上のような見地から特に必要と考えられる要点を参考までに掲げて指導者の理解と適正な運営を

期待する。

一 小学校では校内競技会にとどめる。

二 中学校では宿泊を要 しない程度の小範囲のものにとどめる。但 しこの年齢層では対外競技より

もはるかに重要なものとして校内競技に重点をおく。

三 新制高等学校では地方大会に重点をおき、全国的大会は年1回 程度にとどめる。

四 学徒の参加する競技会は教育関係団体がこれを主催 し、その責任において適正な運営を期する。

なお、対校競技は関係学校 においてこれを主催する。

五 上級学校及び学生競技団体は下級学校の競技会を主催 しない。

六 対外試合参加はその競技会の性格について検討 し学校長及び教師の責任においてこれをきめる。

七 対外試合に出場する選手は固定す ることな く、本人の意志、健康、年齢、操行、学業その他を考慮

してきめる。

八 対外試合は放課後又は学業のない日に行うことを原則とする。

九 女子の対外試合については女子の健康を考慮 して適正な運営をはかる。
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そ の後 、1954年4月20日 、文部 次 官通 達 「学 徒 の対 外 競技 につ い て」28)によ って 、中学 校 は府

県 大会 を原則 と し、個 人 と して審 議機 関 の審 査 を経 て全 日本大 会 へ参 加 し得 る こ と、高 校 の

全 国大 会 は年1回 程 度 にす る こ と、また 、1957年5月15日 、同 じく文 部 次 官通 達「学 徒 の対 外運

動 競技 につ い て」29)によ って 、中学 校 生徒 につ い ては 原則 と して宿泊 を要 しな い よ うにす る

こと、高校 生 の 国際 大会 への 参加 は文 部 省 に協 議 す るこ と等 、対 外運 動 協議 の基 準 が示 され

た。概 ね1948年 の基 準 に沿 い な が ら状 況 に対 応 した もの で あ った と言 え よ う。

(3)「 学 徒 の 対外 運動 競 技 の基 準」(1961年)等(1961年 東京オ リンピック対応以降の諸通達)

1961年6月10日 、文部省 は、「その後 の実 施 の経緯 とオ リソ ピ ック東京 開催等 の事情 を考 慮 し、

保健 体 育審 議 会 に諮 って 検討 の結 果 、… … い っそ う実情 に応 じた運 営 を諮 るた め」と して 、

上記1957年 の「学 徒 の対 外運 動 競技 の基準 」を改 正 した。そ の要点 は、次 の とお りで あ る3°)

1中 学校の県内及び隣接県にまたがる小範囲の競技会については、当該県の教育委員会に責任 をも

たせることとし、宿泊制限については実情に沿 うよう緩和する。この場合、経費の面での負担が増大

しないよう配慮するものとした こと。

2中 学校生徒の国際的競技会及び全 日本選手権大会等への参加資格については、現行の「個人競技に

おいて世界的水準に達 している者またはその見込みのある者」を「特にす ぐれた者」とし、緩和するこ

ととしたこと。

3中 学校の水泳競技については、その特殊性にかんがみ、一定の水準に達 した者を選抜 して行われる

全国大会の開催を認めるものとしたこと。

4高 等学校生徒の競技会への参加回数の制限は実情にそわないので削除したこと。

5中 学校及び高等学校の生徒の国際的競技会及び全 日本選手権大会等への参加手続 きを簡素化 し、

文部省に競技を要するものは国際的競技会への参加の場合に限ることとし、それ以外は都道府県の

教育委員会の承認によることとした。

6主 催者については、学徒を対象とする競技会のみについて規定することとし、この場合、学校、教育

委員会 もしくは学校体育団体の主催またはこれ らと関係競技団体との共同主催 としたこと。

7高 等学校生徒が参加する競技会について教育関係以外の団体が主催者 となることに関 しては、高

等学校体育連盟において自主的に決定 し得るので、これに関する規定を削除 したこと。

8そ の他事項を整理 し表現を改めたこと。

そ の後 、上 記 の基 準 は 、1969年6月24日 の 通達31)に よ る改正 を経 、さ らに改正 され て次 に述

べ る現行 基 準 とな って い る。

(4)1979年 「児童 ・生 徒 の運 動 競技 の 基準 」以降

現 行 の「児童 ・生徒 の運 動 競技 の基 準 」は、昭 和54年4月5日 付 通達 ・文 体体 第81号 「児 童 ・生

徒 の運 動 競 技 につ いて 」32)に拠 って い る。その 内 容 は次 の とお りで あ る。(可能な限 り原文の語

に拠 って北川が縮約)

児童 ・生徒の運動競技の基準

一 学校教育活動としての対外運動競技について

←1競 技の開催についての留意事項

ア 国、地方公共団体若 しくは学校体育団体の主催又はこれ らと関係競技団体との共同主催 を基

本 とする。

イ 競技の規模・日程などが児童・生徒の発達からみて無理がないこと。
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ウ 参加者については、本人の意志、健康及び学業などを配慮 し、保護者の理解をも得るようにす

ること。

◎ 対外競技の行われる地域の範囲及び参加回数等

ア 小学校 校内における運動競技を原則とする。

ただし同一市町村又は隣接市町村程度の地域内における対外運動競技は、学校運営及び児童

の発達に無理のない範囲で実施 して差 し支えない。

イ 中学校 都道府県内を原則とする。

なお、地方プロヅク大会及び全国大会への参加の回数は、各競技についてそれぞれ年1回 とす

る。全国大会は、陸上、水泳のように個人の成績で選抜できる種 目等を除き、地方ブロック大会に

おいて選抜された ものが参加 して行 うものとす る。

ウ 高等学校 都道府県内を原則とする。

なお、地方ブロック大会及び全国大会への参加の回数は、各競技についてそれぞれ年2回 とする。

⇔ 体力的にす ぐれ、競技水準の高い生徒については、国、地方公共団体、日本体育協会の加盟競技団

体が主催する全国大会で競技水準の高い大会に学校教育の一環 として参加 させることができる。

二 学校体育活動以外の運動競技について

O競 技団体等の関係者は、次の事項に留意 して適正な実施に努めること。又、児童・生徒の参加に当

たっては保護者が責任をもつものであるが、学校としても次の事項に留意するよう保護者に指導

すること。

ア 競技会の規模、日程などが児童・生徒に無理がな く学業にも支障がないこと。

イ 主催者が児童・生徒の保護について適切な配慮を行っていること。

ウ 参加経費の負担が過重にならないこと。

工 競技会が営利などの目的に利用 されないこと

オ 表彰は児童・生徒にふさわしい方法で行い、金銭や高価な商品などを授与 しないこと。

◎ 学校は、生徒等が国外で行われる国際的競技会等 に参加する状況を絶えず把握 しておくものと

する。

この基 準 は 、特 に中 学校 につ い て、上記 一・の(⇒の イ にお いて 、競技 地域 の範 囲 は「都 道府 県

内 を原則 とす る」と しな が らも、「な お」以下 に よ って 中学 生 選手 を対 象 とす る全 国大 会 に公

然 と大 き く道 を開 いた のが 特徴 で あ る。

又 、上 記 一 の⇔ を受 けて 、1988年 の 国体 か ら一 部 の種 目に 限 って 中学3年 生 の参加 が認 め

られ、さ らに1994年 第49回 国体 に際 して は、同年1月17日 の文 部 省通 達「中学 生 の国民 体 育大

会 へ の参 加 に つ いて 」33)によ って 、競泳 、陸 上 、体 操 、フ ィギ ュア スケ ー トの4種 目に つ い て

中学3年 生 の参 加 が認 め られ るよ うにな った。

この よ うな政 策 変 更 の下 で 、1995年 には、中学 生 が参 加す る予定 の全 国中学 校 体育 大 会等

は 、日本 中学校 体 育連 盟 と各 競 技 団体 等 が共 催 す るもの18種 目19大 会(陸 上 が駅 伝 とその他

とで2回)、 各競 技 団体 が主催 す るそ の他 の全 国 大会7種 目7回 と拡 大 して い る34)。

(4)運 動部(ク ラブ)に 対 す る指導 の指針

(1)「 中学校 、高等学校における運動部の指導 について」(1957年通達)

戦後、課外運動部(ク ラブ)活 動その ものに関 してある程度 ま とめられた文部省 の指導の

指針が出されたのは、おそ らく1957年 の文部省初中局長通達35)が初めてであ ると思われ る。
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そ の要 点 を次 に示 す 。(できるだけ原文の語によって北川が縮約)

中学校、高等学校における運動部の指導について

(文部省初等中等教育局長から各都道府県教育委員会等宛。昭和32年5月16日 ・文初中第275号)

運動部の指導は、学校教育の一部として、生徒の正常な身体的発達を図るとともに責任、協力、寛容、

明朗などの望ましい態度、習慣の育成を目ざして行われるべきものであるが、最近運動部に属する生徒

の暴力的な行為や不良行為が一部に起っていることは遺憾である。

これについては、学校における生徒指導や特別教育活動一般の問題として検討 し、指導の強化を図る

必要がある。

記
一 校長は、生徒の自主的活動が健全に行われるよう、運動部長や種 目別の各部の担当教員などを監

督 して、運動部の活動の指導の万全を計ること。

二 校長の特に留意すべき点

←)運 動部の技術的なコーチを教職員以外に求める場合には教育に対 して理解 と識見をそなえた

人を校長の責任において委嘱すること。

(⇒ 経済的な協力を先輩や後援会などの外部から受けても部の正常な運営がゆがめられた り対外

運動競技への参加が強制された りすることのないよう配慮すること。

⇔ 運動部の先輩や後援会などが対外運動競技の場合に行 きす ぎた激励や応援を行わないように

配慮すること。

四 生徒を対外運動競技に参加 させる場合は、「学徒対外運動競技の基準」(昭和32年5月15日 文初

中第249号 文部次官通達)に よること。

㈹ 運動選手に対 し、試験を免除 した り採点を加減するなど一般生徒と差別ある取扱をしないこ

と。

三 運動部長の特に留意すべき点

←う 各部の活動全体について掌握 し、学校全体の行事や活動 との調整を図ること。

(⇒ 施設用具などが選手のみに独占されることのないように指導すること。

四 種 目別の各部の担当教員の特に留意すべき点

(→ たえず部の活動全体を掌握 して指揮監督に当ること。

(⇒ 生徒の入部・退部の場合は、各部担当教員は、本人の意志、健康などを考慮 し、ホームルーム教

師や父兄とも連絡 して、適切な措置と指導をすること。

⇔ 対外競技における勝利のみを目標 とし、あるいは部の団結を重視するのあまり、上級生が同僚

や下級生に能力を超えた練習を強いたり、暴力的な行動にまで及ぶことのないよう指導するこ

と。

⑳ 運動部の練習については、生徒の健康や学業をじゅうぶん考慮 し、できるだけ短時間に練習効

果のあがるように指導すること。

五 合宿練習の指導において特に留意すべき点(略)

(2)「 中学校 、高等 学校 にお け る運 動 ク ラブ の指 導 につ い て」(1968年通達)

そ の11年 後 、文 部 省 か ら上 記通 達 を踏 ま えて再 び類似 の題 目の通達 が今 度 は 体 育局 長 名

で出 された36)。そ の要 点 を示 す と次 の とお りで あ る。(できるだけ原文の語を用いて北川が縮約。)

中学校、高等学校における運動 クラブの指導について

(昭和43年11月8日 文体体第223号 文部省体育局長通達)

中学校、高等学校における運動 クラブは、各種の運動の練習を通 じて生徒の自発的な活動を助長 し、

心身の健全な発達を促 し、進んで規律 を守 り互いに協力 して責任を果たすなどの社会生活を営むに必

要な態度を養 うよい機会であるが、指導が行 き届かない場合においては、規律が乱れたり、勝敗にとら
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われすぎた練習や暴力的行為が行われたりするなどの誤った行動を招 くおそれがあり、最近そのよう

な望ましくない行動が一部にみられた。

昭和57年初中局長通達を踏まえさらに下記事項に留意し管下の教育委員会および学校に対 し周知徹

底方をお願いする。

記

1校 長、運動部長・運動クラブ責任者、各クラブ担当教員などによる指導組織を確立し、関係教員全

体が連絡を密にし、協力して指導の徹底を図るようにすること。

2ク ラブ担当教員は直接指導に当たるように努め、関係教員相互の協力体制を整えて、部員から報

告を求めたり、随時巡回したりするなどその活動状況を互いに連絡しあい、運動クラブの活動の実

態を掌握すること。

3部 員の健康管理、望ましい人間関係の育成に留意し、運動クラブに明朗快活な気風を育てるよう

にすること。この場合、学級(ホームルーム)担任教員や父兄とも連絡を保つようにすること。

4運 動クラブの活動は、できるだけ時間を有効に用い、生徒の生活全体との調和に配慮すること。

上記の両通達 について付言すれば、まず 、同 じ課外活動組織 をさ して57年 では「運動部」、

68年 では「運動 クラブ」、の語 が用 い られてお り、これ によって も必修化以前 には「部」も「ク

ラブ」も同 じ意味で言 われていた ことが明かである。

又、部活動において現実 に生 じた問題点 と して、両通達 を通 じて①生徒の暴力的な行為や

不 良行為が挙 げ られてお り、68年通達 においては②規律 の乱れ③勝敗 にとらわれす ぎた練

習 などが挙げ られてい る。さらに指導上の留意点 とされてい る事項 の中に も、④対外運動競

技 の過剰⑤長時間練習 と健康 ・学業 ・生活 との競合⑥上級生等 による過剰練習の強制・暴 力

的行動⑦選手の特権的優遇⑧外部 コーチ委嘱の際の難点⑧学校教育の一環 としての組織体

制 ・指導の難点、等々 しば しば生 じ易 い諸問題の数々が含 まれてい る。

なお、運動部活動の教育的 な意義 ない し価値 と して、両通達 を通 じて、①心身 の健全な発

達 の促進②規律遵守、協力、責任遂行、寛容、明朗な どの社会的態度 ・習慣の育成、が挙 げ られ

てお り、68年通達では これに、③生徒の 自発的な活動の助長、が加 えられている。

(五)時 間外 クラブ活 動 と教員 の勤務 ・手当

クラブ活動必修化の背景には、教 員の超過勤務 とその手 当の問題があった。この点につい

て次に述べ る。

(1)教 員の時間外勤務問題の経過

日本教職員組合は1965年5月 、第28回 提起大会で超過勤務問題に関 して「週60時 間労働 を

打破 し、法令上の週40-44時 間労働制 を実現す る」とい う運動方針 を提起 した。当時、い くつ

かの都 県教職員組合等が超勤手当支払請求訴訟 を起 こ していたが、同年12月21日 静 岡地方

裁判所 は静岡県高等学校教職員組 合の提訴 に対 して「勤労者であ る教職員の場合、勤労時間

も定 められてお り、無定量 の奉仕義務はない。校長 は労基法上の使用者であ り、県は超勤手
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当支払 の義務 を免れ ることはで きない」旨の判決を出 した37)。これ に始 ま り、当時二百数十

件争 われていた一連の超勤訴訟は、結局、72年4月6日 の上記静 岡県高教組上告事件最高裁判

決に よって時間外勤務手当請求側 の勝利 が確定 した38)。

(2)国 立学校の場合の部活動指導等の扱い

このような経過 と状況 を受 けて、1971年5月24日 、「国立及 び公立 の義務教育諸学校等 の教

育職員等 の給与等 に関す る特別措置法」(いわゆ る「給特法」)が制定 された39)。この法律 によ

ると、国公立義務教育諸学校教員等(高 等学校 、盲、聾、養護学校 、幼稚 園 も含む=同 法第2条

第1項 。)には時間外勤務 を命 じないとされていた従来 のタテマ エ(従 って時間外勤務手当 も

支払 われなかった。)が変更され、一定 の限度 で、時間外勤務 が命 じられ るようにな った。

すなわち、同法 によって これ らの教員について大要次のよ うに定め られた。

①4%の 「教職調整額」を支給し、その代わりに超過勤務手当を支給しないことを原則とする(第3条、

第8条)。

② 国立学校教員に超過勤務を命じる場合は、文部大臣が人事院と協議して定める場合に限る(第7条)。

公立学校教員の超過勤務を命じる場合は、国立の例を基準として条例で定める場合に限る(第11条)。

そ して、この法律 の実施 についての同71年7月1日 の文部省・日教組の合意を経て、「人事院

規則9-30」(1960年6月9日 制定)の 改正が行われ「教 員特殊業務手 当」の規定(第24条 の2)が

新設 され るとともに、「教育職員に対 し時間外勤務 を命ず る場合 に関す る規程」(1971年7月5

日・文部訓令第28号)に よって次のよ うに定め られた。

(時間外勤務を命ずる場合)

第4条 教育職員に対する時間外勤務を命ずる場合は、次に掲げる業務に従事する場合で臨時又は緊

急にやむを得ない必要があるときに限るものとする。
一 生徒の実習に関する業務

二 学校行事に関する業務

三 学生の教育実習の指導に関する業務

四 教職員会議に関する業務

五 非常災害等やむを得ない場合に必要な業務

この訓令によれば、課外 クラブ活動(部 活動)は 時間外勤務 を命ず る場 合に含まれ ないが、

文部省 ・日教組 の合意には、修学旅行等の超過勤務の時間測定可能 な ものには4%の 教職調

整額 とは別の手当をだす とい うことが同時 に含 まれてお り、それ が一定 の範囲で実現 され

た。すなわち、平成6年10月25日 現在、上記人事院規則9-30第24条 の2で は第1項 で①非常災

害時等の緊急業務②修学旅行 、林間 ・臨海学校等の引率③対外競技等の引率等④部活動⑤ 入

試事務 を一定 の基準で「教員特殊勤務手 当」の対象 とし、第2項 で これ ら業務 に従事 した 日一

日についての手当の額 が定 められている。この うち部活動及び対外試合の引率 に関 しては

次の ようである。

●「学校の管理下において行われる部活動(正規の教育課程としてのクラブ活動に準ずる活動をいう。)
における児童又は生徒に対する指導業務で勤務を要しない日等又は土曜日若しくはこれに相当する
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日に行 うもの」750円

●「人事院等が定める対外運動競技等において児童又は生徒を引率 して行 う業務で泊を伴 うもの又は

勤務を要 しない日等に行 うもの」1500円

(3)公 立学校教員の場合 大阪府の例

公立学校教員 の時間外勤務及びその うちの課外部活動指導等 に関する手当は、上記 の国

の場合 に準 じて各都道府県の条例、教育委員会規則、人事委員会規則等 によって定 め られて

い る。

大阪府下公立学校教員について、時間外勤務を命 じ得 る場合については、次の ようである。

大阪府 の職員及 び大阪府下の市町村立学校職員給与負担法第1条 ・第2条 に規定す る職員

については、「職員の勤務時間、休 日、休暇等 に関す る条例」(昭和40年 大阪府条例第36号)第9

条 の2に よって教育職 員に対 して時間外勤務 を命ず ることがで きる場合は、「特例」と して

「任命権者 が人事委員会 と協議 して定 める場合 に限 るもの とす る」と定 められてい る。

これ を受 けて、府立学校教員 につ いては「府立 の高等専 門学校、高等学校等 の職員の勤務

時間、休 日、休暇等 に関す る規則」(昭和41年 ・大阪府教育委員会規則第1号)第4条 の2(昭 和46

年教委規則第2号 に より追加)に より、「教育職員に対す る時間外勤務等の特例」は、①生徒 の

実習②学校行事及 び③教職員会議 に関す る業務並びに④非常災害等やむを得 ない場合 に必

要な業務に従事す る場合で臨時又は緊急 にやむを得 ないときとす ると定 め られてい る。

市町村立学校の教員については、「府費負担教職員の勤務時間、休 日、休暇等 に関す る規則」

(昭和41年 ・大阪府教委規則第2号)第2条 によ り上記高校 教員等 に関す る昭和41年 府教委規

則第1号 第4条 の2を 準用す る、と定 め られている。

次に、部活指導等 の手当に関 しては、「職員の給与 に関す る条例」(昭和40年 大阪府条例第3

5号)第15条 の規定 に基 づいて学校教育法第1条 に規定す る学校(大 学 を除 く。)の職員 に関 し

て「学校職 員の特殊勤務手当に関す る規程」(昭和41年 ・41教委職第39号 、同年大阪府人事委

員会第561号 承認)が 定め られてい る。この規程 の第11条 に「教員特殊業務手 当」が定め られ

てお り、この中か ら「部活動」の指導及 びこれに関連の深 い「対外競技」の引率 に関す る定 め

の要点 を示せば次のとお りであ る(平成5年4月23日 現在)。

○「学校に管理下において行われる部活動(正規の教育課程としてのクラブ活動に準ずる活動をいう。)

における児童又は生徒に対する指導業務」について、「勤務を要しない日等において、業務に従事した

時間が引き続き4時間以上であるとき」1、500円

○同じ業務について、「土曜日又はこれに相当する日において、正規の勤務時間以外の時間に業務に従

事した時間が引き続き4時間以上であるとき」750円

○「別に定める対外運動競技等において、児童又は生徒を引率して行う指導業務で泊を伴うもの」につ

いて、「その日において、業務に従事した時間が8時間程度であるとき」1、500円

また、以上の給特法、条例等成立 に際 して大阪府教育委員会 と大阪教職員組合 と間で交渉

が行 われ、クラブ活動について以下 のとお りの確認が されている4°〉。
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勤務時間外に行なう課外 クラブ活動(部活動)

給特法の施行、これに伴 う関係条例、規則の施行により、勤務時間外に行なう課外 クラブ活動(部活動)

の取扱いについては、生徒の要求、教育目的等を勘案 し、当面次に定めるところによる。

1部 活動 については、教員の自発性を基礎として、運用を行な うもの とす るが、その計画について

管理者である校長に対す る申し出と、その了解があるものについては、学校教育に準 じた取扱いを

行なうよう指導する。

2部 活動の指導中、教職員に事故が生 じた場合には、公務災害補償の対象とされるよう努力する。

3「 特活奨励金の支給に関する確認事項」については、当面この趣旨に沿った運用を図るものとし、

その増額についても検討する。

4日 曜 日等に連続 して部活動の指導に従事 した場合には学校運営上可能な限 り、現実の学校運営

の実態に即 し現実的な処理を行なうことにより軽減の方途を講ずるよう指導する。

(昭和47年3月30日 ・府教委教職員課長及び大教組書記長署名)

この よ うな 現状 に よれ ば結 局 、 勤務 時 間 を超 え る こ と4時 間 未 満 の 日常 の 勤務 時 間 外 部

活 動 指 導 は 、基 本 的 に は「教 員 の 自発性 」に基 づ くいわ ば「サ ー ビス」と して扱 わ れて い る と

言 え る。そ れ故 、藤 田氏 の次 の叙 述 は ク ラブ必 修制 の背 景 を的 確 に概括 した もので あ る。

「教師の勤務時間外に及ぶ クラブ活動指導に伴 う教職員組合の超過勤務手当要求に対する態度決定

を迫 られた文部省は、いわゆる「クラブ活動」は学校の勤務時間に組み込んで教師の勤務時間内にのみ

行われるものとし、他は教育課程外のもの、したがって行われるとしても、少なくとも教師の勤務時間

外に及ぶ部分は教師有志のいわば自発的なサービスによるものとしたのである。」41)

終わ りに

クラブ活動必修制化以前は、学習指導要領が定 め る教育課程 内の「クラブ活動」と課外 の

クラブ活動 とは実際上区別 されていなか った。文部省の クラブ活動必修制度化が超過勤務

手当対策 と一体 となっていた ことも否めない。

しか し、同 じくクラブ活動 とい って も、戦後学習指導要領 が教育課程内に位置づけて きた

クラブ活動の理念 と、競争主義・勝利至上主義 などを含む戦前 からの自生的 な運動部 のあ り

方に根 ざしている戦後の課外運動 クラブ(=運 動部)の 現実 との間には大 きなギャップがあっ

たのであ り、良 くも悪 くも理念 と現実が渾然一体 とな った状態 を引 きず って きているのが

最近 までの クラブ活動 ・部活動の現状 であろ う。

特に、課外部活 については、その学校教育上 の意義づけ・位置 づけが大 き く立 ち遅 れて き

ていたのが実態 であ る。6、7割の生徒が参加 し毎週4、5日、毎 日2、3時間 に及 ぶ運動部活動 の

指導 について本稿⑳の(4)に示 した通達以外 にはほとんど文部省の公式の指針 が示 されてい

ない こと、部活動は実際は勤務時間外 に及 ぶことが しば しばであ るが、その部分は基本的 に

は時間外勤務手 当の対象 とな っていないこと等はその端的な現れである。

又、運動部活動は、一面では部員生徒 と顧問教員の 自主性、 自発性 に根 ざして大 き く活動

しなが らも、む しろ、学校教育と しての指導 の充分及ばないところでの生徒の問題行動や対

外運動競技会 の過剰、勝利の一面的追求、長時間練 習と健康 ・学業 ・生活 との競合、選手の特

権的扱 い等々が歴史的 にも問題 とされて きたとい う特徴 を有 してい る。
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他方、既述 のよ うに、文部省 の指導書は、「クラブ活動」の意義や特質 として「異年齢集 団の

中での自発的、自治的 な活動」「興味や関心 の追求」「生涯学習の基礎 とな る体験 の習得」「満

足感や成功感、暖かい人間的触れ合 いの体験」「個性の伸長、自主性の育成、社会性の発達」を

あげてい る。その理念 は高 く、全ての子 どもに体験 させたい活動 のよ うに見える。

しか し、その必修化 には大 きな無理があった ようで、89年告示 の学習指導要領は教育課程

内必修 クラブ活動 を課外部活動で代替す ることを認 めてお り、府県によっては半数ない し8

割の学校が この代替 を実施 している42)。この代替措置が現状への追随 なのか、理想への前進

なのか見 きわめなければ な らないが、これが変則的 な措置であることは否定 し難 いであ ろ

う。

同 じく生徒各個 人の興味 や関心 に基づ き個性や自主性 を育て る自発的 自治的活動 と言 っ

て も、限 られた時間で希望す る全ての生徒 に選択 的な権利 と して学校 が保障 し得 る基礎的

な活動 と、現実 に しば しば見 られる府県大会入賞、全国大会出場追求などとい う半ば専門的

活動 とには両立 し難い傾 向が含 まれている。

以上については、本稿でほぼその概要を示 したと思 う。

更に次のよ うに考 える。俗 に言われ る部活動の相当部分の「社会教育への移行」は、ある意

味では避け難 いであろ うが、それでは学校 か らは課外部活動は無 くして必修 クラブだけに

す ることを求め るべきであろ うか。

学校 はど うすれば、自己犠牲的な教員個々のサー ビスと してで な く正規の組織体 と して

の学校 の教育活動 として、生徒 の自発的、 自治的な活動であるクラブ活動・部活動 を希望す

る生徒全員に保障す ることがで きるのであろ うか。

1987年4月 、臨時教育審議会第3次 答申が「スポーツと教育」を取 り上げて以降、文部省 の政

策 にも「競技 スポーツ」と「生涯 スポー ツ」の区分 けにた った新 しいスポー ツ・運動部活施策

が登場 し、教育委員会や中学校体育連盟、高等学校体育連盟において も学校運動部活動の見

直 しの気運 が生 じてい る。学校 におげる運動部の活動の現状把握 に基づ きなが らこれ らの

動向を検討す ることを次 の課題 と したい。
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注

1)高 等学校、小学校の現行教育課程は、中学校と

同日の1989年3月15日 に改正、改訂 された学校教

育法施行規則、高等学校学習指導要領及び小学

校学習指導要領によっている。

高等学校の「クラブ活動」等についての定めは

次のようである。

① 高等学校の教育課程は、「各教科の科 目及び

特別活動」によって編成す るものとされてい

るQ(上記規則第57条 及び同別表3)

② 高等学校の特別活動の目標は中学校 と全 く

同 じに示されている。(高等学校学習指導要領

第3章第1)

③ 特別活動の内容は「Aホ ームルーム活動」

rB生 徒会活動」rCク ラブ活動」「D学 校行

事」によって構成することとされてお り(指導

要領第3章 第2)、クラブ活動 の組織方法・内容

については、「学級」を「ホームルーム」と置 き

換えた以外は、中学校 と同一に定 められてい

る。

④ クラブ活動を「全教師の適切な指導の下に、

生徒の自発的、自治的な活動が展開されるよ

う配慮す る」べ き旨、及び、クラブ活動につい

て「学校や生徒の実態に応 じて実施の形態や

方法などを適切に工夫するよう配慮するもの

とす る」こと、「部活動に参加す る生徒につい

ては、当該部活動への参加によりクラブ活動

を履修 した場合と同様の成果があると認めら

れるときは、部活動への参加を もってクラブ

活動の一部又は全部の履修に替えることがで

きる」こととすることも中学校と同様 に示 さ

れている。(第3章第3の2の(2)並 びに(3))

⑤ クラブ活動等 に充てる時数等については、

高等学校学習指導要領で次のように定められ

ているQ

「6ホ ームルーム活動及びクラブ活動の授

業時数については、原則として、合わせて週

当たり2単位時間以上を配当するものとし、

ホームルーム活動については、少なくとも

週当た り1単位時間以上を配当するものと

する。なお、クラブ活動については、学校に

おいて計画的に授業時数を配当するものと

し、その実施に当たたっては、部活動との関

連を考慮することができる。

7定 時制に課程において、特別の事情があ

る場合には、ホームルーム活動又はクラブ

活動の授業時数の一部を減ずることができ

る。」(第1章総則第4款)

小学校 については、次のように定められている。

① 教育課程は、各教科、道徳、特別活動によっ

て編成するものとされている。(学校教育法施

行規則第24条)

② 「特別活動」の「目標」について「望ましい集

団生活を通 して、心身の調和のとれた発達 と

個性の伸長を図るとともに、集団の一員 とし

ての自覚を高め、協力 してよりよい生活を築

こうとする自主的、実践的な態度を育て る。」

(「小学校学習指導要領」。第4章 の第1)

③ 「特別活動」の内容として「学級活動」「児童

会活動」「クラブ活動」「学校行事」を定め、クラ

ブ活動については次のように示 している。

「クラブ活動においては、学年や学級の所属

を離れ、主 として第4学年以上の児童をもって

組織するクラブにおいて、共通 の興味や関心

を追求する活動を行 うこと」(同前第4章 第2)。

④ クラブ活動に関す る「指導計画の作成と内

容の取 り扱い」については、次のように示 して

いる(同前第3)。

「学級活動(学 校給食に係るものを除 く。)お

よび クラブ活動については、学校や児童の実

態に応 じた指導が行われるよう適切にそれぞ

れの時数を配当すること。」

「学級活動、児童会活動及びクラブ活動の指

導については、指導内容の特質に応 じて、教師

の適切な指導の下に、生徒の自発的、自治的な

活動が展開されるようにすること。」

⑤ 小学校の特別活動の授業時数等に関 しては、

学校教育法施行規則(平 成元年3月27日 文部省

令第4号)の 別表1に おいて第1学 年34、第2、3学
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年35、第4-6学 年70単 位時間(1単 位時間は4C

分)と され、「備考2」 において次のように記さ

れている。

「特別活動の授業時数は、小学校学習指導要

領で定める学級活動(学 校給食に係るものを

除 く。)及びクラブ活動に充てるものとする。」

又、学習指導要領総則第3で は、次のように

述べている。

「各教科等(特 別活動については、学級活動

(学校給食に係るものを除 く。)及びクラブ活

動に限る。…)の授業は、年間35週(括 弧内省略)

以上にわたって行 うよう計画 し、週当た りの

授業時数が児童の過重負担 とならないように

するものとする。」

さらに、文部省著作 『小学校指導書 特別活

動編』(1989年6月 、東山書房発行)は 、次のよ

うに述べている。(82頁)

「第4学 年以上については、継続的に活動を

展開することが望ましいことか ら、学級活動

とクラブ活動のそれぞれについて、毎週1単 位

時間を充て、週の時間割上 に位置づけて実施

す ることになるであろう。」

2)例 えば、1993年度、徳島県下公立中学校悉皆調

査によると、体育部活動参加は中学生の67.3%、

種 目別県平均で活動(練 習・試合)日 数は最小で

23日 、平 日の練習時間は5月 で1.8～2.0時 間、11

月1.6～2.0時 間である。(徳島県教育委員会1994

年「中学校における部活動のあり方について」)

他方、1993年大阪府で必修 クラブを独立 して

実施 している学校は、調査100中 学校のうち35校、

部活動 と一本化 している学校49校 である(大 阪

府中・高等学校体育連盟・運動部活動実態調査報

告書・1994年)。

又、山口県教委95年1月 調査で「クラブ活動」を

「部活動」で代替 している中学校 は42校 中33校

(同県校長会調査で188校 中155校)で ある。

3)石 川謙著者代表・講談社刊行 『近代 日本教育

制度史料』第23巻 所収186頁 以下。

4)学 校教育局長名、発学261号 。前注書・275頁以

下。

5)前 注書・302頁以下。続けて次のように述べて

いる。

「次に、クラブをつ くる場合に、特に注意すべ

き点をあげてみよう。

(i)生 徒の関心・興味・希望・能力をよく調べて、

それに基づいてクラブを組織する。

⑪ クラブは生徒の必要・関心 に適合するよう

につ くられ るべきで、教師の一方的な机上計

画に従 うべきではない。

⑪ 生徒は強制されてはいけない。生徒がクラ

ブ活動の中心である。したがって、クラブ組織

については、生徒評議会の会議 でじゅうぶん

討議 され、審議されるべきである。教師は指導

者 となって働いてもよいが、生徒の意見を重

ん じなければならない。

㊥ 生徒の余暇の活用は、クラブ活動の重要な

目標の一つであるから、このことについての

注意を怠ってはならない。

(v)ク ラブ活動の多 くは、季節に関係があるか

ら、ある季節だけつ くられるクラブもい くつ

かあってよいQ」

なお、高等学校については特別教育活動の重

要性に言及 しその時間の一部 として「クラブ活

動1単位時間をとることが望 ましい」とし、「クラ

ブ活動……については中学校の項を参照された

い。」としている。

小学校では「教科以外の活動」の中に「クラブ

活動」を置いている。

6)1960年 の高等学校学習指導要領にも同旨の

「留意事項」が示された。

7)「 現行では、全生徒参加が望ましいことになっ

ているが今回、全生徒必修と改めることとした。

このために、授業時数の確保 について明らかに

した。」(1969年5月 文部事務次官通達「中学校学

習指導要領の改正等について」中「13の(5)」)。

なお、高校については1970年10月 の新「高等学

校学習指導要領」告示による。

8)藤 田昌士「部活動とは何か」・同氏ほか編 『ス

ポーツ「部活」』1987年 ・草土文化・102頁

なお、上記調査及び1978年 に行われた全国教

育研究所連盟による調査によると囲碁・将棋 ク

ラブの設置率は、次のようであ り(藤田・前掲書
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大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 ・大手前 ビジネス学院 「研究集録」第15号(1995年)

104.105頁)、 必修化 に よって設置 が「手軽」とみ

られた クラブがやむ な くにわかに急設 された状

況が窺 われ る。

70年 囲碁 ・将棋 クラフ"設 置率

(ク ラブ設置頻数/ク ラブ活動実施校数)

小学 校1%

中学 校4%

78年 将 棋 クラフ奇設置率

(ク ラブ設 置頻数/調 査校数)

小 学校51%

同 囲碁 ・将棋 クラフ奇設置率

中学校89%

高等 学校97%

9)1973年11月 『内外 教育』所 収記事。高橋哲 夫

著 ・文部 省内教 育課 程研究 会監修 『中学校新 教

育課程 の解説 特別活 動』1989年 ・第 一法規 ・197

頁 よ り再引用。

10)注6)の 藤 田論文 や安藤 尭夫(編 集当時教育課

程審議 会委員)編 『中学校学 習指導 要領の展 開

特活 ・行 事編』(1967年 ・明治図書。執 筆者 は東 京

都立教育研究所員 、東京都及 び栃木県指導主事)

11)12)藤 田 昌士 ・前掲書98頁 に倣 う。

13)小 林 章夫 『クラブ18世 紀 イギ リスの裏面

史』1985年 ・駐 々堂。出原 泰 明「スポー ッと クラ

ブ」・共 著 『現代 ス ポー ッ論 』1988年 ・大修館書

店・67・68頁 に よる。

14)出 原 ・前掲「スポー ツと クラブ」・69頁。中村敏

雄 『クラブ活動入 門』1979年 ・高校生文 化研究

会 刊・26-36頁 、3要因指摘 は30頁 。

15)高 橋 ・注9)前 掲 書200頁 に よる。

16)神 奈 川県教育委員会生涯学習部 スポーツ課発

行 ・平成6年 度神 奈川県運動部活動研究協議会報

告書 『運動 部活 動考』2頁 。なお、浅羽 明・小林義

雄「運動部 活動 はい ま」(神奈川県保 健 セ ソター

平成2年 度 『体 育セ ソ ター レポー ト』第18号)1

-4頁
、参照。

17)小 林 篤 ・『現代体育・スポー ツ体 系』 第5巻(浅

見俊雄 ほか編 ・1984年 ・講談社)9頁 。岸野 雄三 他

『近代 スポーツ年表』(1980年 ・大修館)。

18)加 賀 秀夫 ・『世界 教育史体系31体 育史』1975

年 ・講談社 ・204-8頁 。

19)日 本教育社会学会編 『教育社会学辞典』1967

年・東洋館出版。なお、次の例、参照。

[例1]第一高等学校校友会規約(明治23年10月):

「文武 ノ諸技芸 ヲ奨励スル為 メニ本校二校友会

ヲ設ケ本校ノ職員生徒及本校二縁故アル者ヲ以

テ会員 トナス」。成田十次郎編著 『スポーッと教

育の歴史』1988年 ・不昧堂・61頁。

[例2]東 京府立開成中学校では1899年 に校友

会が結成 され生徒は端艇、撃剣、遠足、水泳、英語

部のいずれに必ず入部することと規定 されてい

た。注16前 掲浅羽・小林1頁 。

20)「 学校報国団の隊組織並其ノ活動二関スル件」

発専166号(昭16・8・8各学校長地方長官宛文部大

臣)『近代日本教育制度史料』第7巻197・8頁。

21)『 近代 日本教育制度史料』第28巻547・8頁(原

文は旧漢字片仮名)

22)『 近代 日本教育制度史料』第30巻466-486頁

所収。

要綱の構成は、一体育の 目的、二体育の目標、

三発育発達の特質と教材、四指導方針、五体育の

考査と測定。

この四にはさらに次のように述べられている。

「1.組織的発展的に指導 し正課では広 く基礎

的なものについて指導する。」「3.スポーツのコー

チは原則 として教職員がこれに当たる。」「4.遊

戯及びスポーッを中心とする指導を行いスポー

ツマンシップを養 う。」「5.各個人に機会を均等

に与え、体力に応 じた運動に親 しませ、運動を自

主的に実践 させるよう創意工夫する。」

23)1949年9月 に発表の 『学習指導要領小学校体

育編(試 案)』 では課外運動に関 しては次のよう

に述べられているだけである。

「(体育科の学習指導は)課外や正課の授業を合

理的に進 めることも重要な問題である。」「指導

計画に関係のある問題に正課 と課外の問題があ

るが、……正課と課外の指導に価値的な差別は

ない。しか し一般的にいって、正課は基礎的な広

い経験の機会であ り、課外では自主的活動が協

調されるが関連を保って指導す ることが必要で

ある。」(前注書・491、493頁)

1951年7月 に定められた 『中学校・高等学校学
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習指導要領保健体育科体育編』(同 前前注書・

503-516頁 所収)で は、体育における「自主的活

動」や「レクリエーショソ」、「余暇活動」を重視 し

ていることが注目されるが課外活動についての

言及はない。

現行中学校学習指導要領第2章「第6節 保健体

育」及び文部省1989年7月 編集 『中学校指導書

保健体育編』も課外活動に触れていない。

なお、新発足校友会及び「学校体育指導要綱」

で全生徒参加とされていた課外運動が、学校に

よっては任意参加になってきた経緯に今後注意

したいQ

24)1907年 には文部省が「各学校 二行ハルル競技

運動 ノ利害及 ビ其弊害 ヲ防止スル方法如何」と

い う諮問を行ない、1911年8月 から9月にかけて

朝 日新聞が「野球 とその害毒」という連載をする

ほどであった。中村敏雄 『日本的スポーッ環境

批判』1995年 ・大修館・7頁、123-130頁 。

25)1932年3月28日 文部省訓令第4号 。『近代 日本

教育制度史料』第6巻198-206頁 、所収。これは4

00字詰約16枚 の字数に及ぶ立ち入った指導指針

であって、その中には例えば次の内容の規定が

あった。

○小学校の児童を試合参加のために宿泊させ

てはいけない。○対外試合で同一児童が1日 に行

う試合回数は1回 を原則 として止むを得ない場

合は2回でもよい。○中等学校生徒の参加 し得る

野球試合は総て学業に支障のないよう行 うべき

であって特に対外試合は荒天等による特別の理

由の他は土曜日の午後又は休業 日に限 り行 うこ

と。○中等学校で試合に出場す る選手はその学

年で留年 した者であってはならない。転入学、中

途入学 した者は1ヶ年以上経 っている場合に限

る。○大学及び高等専門学校は野球に優秀であ

ることによって入学の便を与え又は学費その他

の生活費を授けるようなことを条件に入学の勧

誘をしてはならない。

26)『 近 代 日本教育制度史料』第22巻552-3頁 。

27)『 近 代 日本教育制度史料』第25巻575-7頁 。

28)昭 和29年 文 初中第220号 ・各都道府県教育委員

会 ・知事等宛。石川 松太郎 ほか編 ・東京法令 『現

代 日本教育制度史料』第6巻160-2頁 。

29)昭 和32年 文 初中第249号 、同前宛。前注史 料第1

6巻465-8頁 。

30)文 部 次官発各都道府県教育委員会、知事等宛。

昭和36年 文体体第139号 。前注史料 ・第20巻276-

9頁 。「要点」は通達 が示 してい る全文。

31)昭 和44年7月3日 ・文体体第208号 「児童 生徒 の

運動 競技 について」文部事務 次官発 各都 道府県

教委 、知事等宛。前注史料第36巻147-51頁 。

32)文 部 省体 育局監修 『体 育 ・スポー ツ指導実務

必携』平成7年 版(ぎ ょうせい発行)503-4頁 。

33)平 成6年 文体体第162号 。文部省体育局長、初 等

中等教 育局長 発・各都道府県教育委員会、知 事等

宛。前注書 ・505頁。

なお、1989年 の国体参加 は、昭和62年12月2日 ・

文体体162号 「中学 生の国民体 育大会への参加に

ついて」による。

34)前 注書 ・1457-8頁 「平 成7年 度児童 ・生徒 の参

加す る全国大会」

35)前 注 書 ・506-7頁 、所収。

36)同 前 ・507頁。

37)日 本 教職員組合編 『日教組30年 史』(1977年 ・

労働教育 セソター刊)420-45頁 。

38)前 出 『教育法学辞典』162頁(執 筆:兼 子仁)

39)昭 和46年5月28日 公 布 ・法律第77号 。翌年1月1

日施行。

40)大 阪教職員組合編集発行 『闘 いの年輪』1994

年 ・65-72頁 、大 阪府立高等学校教職員組 合編集

発行 『府高教 ハソ ドブ ック』1993年 第5版 ・50頁、

147-50頁 、参照。

41)藤 田 ・前掲「部活 動 とは何 か」103-4頁

42)注2、 参照Q

1995年9月10日
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